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Abstract 
 This report systematically illustrates local event seismograms mainly recorded in the Kanto region, Japan, in a period 
range between 1980 and 2001.  Local event seismograms have various local phases such as basin-induced surface waves 
and the wave trains of total reflection.  Discrimination and understanding of these phases usually require array 
recordings.  Thus, the main part of seismogram collection consists of array recordings.  To declare the generation 
settings of local phases, we use array signal processing.  A software package, SMDA2 (Strong-Motion Data Analysis, 
ver.2), was developed for seismic data processing, package which is in an attached CD with test data.  This report 
introduces the some details of SMDA2. 
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Fig.1.1 Schematic model of source spectrum. 
近地地震の記録－木下 

























0( ) ( )cos[2 ( )]N t A t f t tπ= +Θ  
を採用すれば，これは次式となる． 
 0 0( ) ( ) cos ( )sinC SN t W t t W t tω ω= −  
但し， ( ) ( ) cos ( )CW t A t t= Θ ， ( ) ( ) sin ( )SW t A t t= Θ ，及
び， 0 02 fω π= である． ( )CW t と ( )SW t は， ( )N t の線形
操作から求まるため，平均が零で同じ分散を持つ独立な
正規分布に従うが， ( )N t の定義より，この二つの確率変
数は ( )N t と同じ分散 2nσ を持つこととなる．従って，
( )CW t と ( )SW t の結合確率密度関数は次式となる． 
 2 1 2 2 2( , ) (2 ) exp[ ( ) / 2 ]C S n C S np w w w wπσ σ−= − +  
また， ( )N t は ( )CW t と ( )SW t の組を用いても， ( )A t と
( )tΘ の組を用いても同様に表現される事により，






























となる．ここで， , , ,C Sa w wθ は，各々，確率変数
, , ,C SA W WΘ からの標本とする．上式は， 
 )()()2/1()2/exp(),( 222 θπσσθ papaaap nn ･・ =−= −  
と書き換える事により， ( )A t が分散 2nσ のRayleigh分布に，
( ), (0 ( ) 2 )t t πΘ ≤ Θ ≤ が平均 1 の一様分布に従う事を示し
ている．Peterson(1993)は，ある周波数 f における“振幅”， 
( ) / 2envA f ，の定義として，この包絡波形 ( )A t の平均値
を採用した．いま， of を狭帯域通過ﾌｨﾙﾀの中心周波数，
oB を中心周波数 of における狭帯域通過ﾌｨﾙﾀのﾊﾞﾝﾄﾞ幅，( )o oP f P= を中心周波数 of の狭帯域通過ﾌｨﾙﾀを通過した
出力波形のｽﾍﾟｸﾄﾙ密度とする． 通常使われる1/3ｵｸﾀｰﾌﾞ･ﾌ
ｨﾙﾀの場合， oB は次式で与えられる． 
 1/ 2 1/ 22 2 , 3n no oB f n
− = − ⋅ =   (1-1) 
この時，ﾌｨﾙﾀの出力波形 ( )N t のr.m.s.値(time lagが零の自
己相関)は，Wiener-Khintchineの公式により 2 0 02n P Bσ = と























の振幅は， ( )envA f で与えられる．Petersonは，世界中の
主な観測点のﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ﾉｲｽﾞについて， ( )envA f を求め，
その上限と下限を，各々，High Noise Model(HNM)とLow 
Noise Model(LNM)と名付けている．或いは，Petersonの所
属を入れて，USGSのHNM，LNMと言われる．一般に，
地震計測の場合，得られた記録のｽﾍﾟｸﾄﾙ密度関数 ( )P f は，
計測器の影響により，低周波数側で1/ f ﾉｲｽﾞに従う特性
を持つようになるが， ( )envA f はほぼ平坦な特性を有する．
また， ( )envA f の単位は，通常，加速度単位m/s*sで当て
られることが普通であり，結果の直感的把握が容易なも




 ( )envA f に関して， 2 つのことを追加しておこう．ここ
では，その定義として，包絡波形の平均値を採用したが，
これは，包絡波形のﾋﾟｰｸの平均値と同じ値を持っている
(Lin, 1967)．Peterson(1993)は， ( )envA f の定義として，
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で切り出す範囲を指定し，[OK]をｸﾘｯｸする．SMDA2の画
面には，切り出された波形部分が表示され，この区間が

















図1.2 (a) SMDA2におけるPetersonの振幅ｽﾍﾟｸﾄﾙを推定するための手順(1/3) 




図1.2 (b) SMDA2におけるPetersonの振幅ｽﾍﾟｸﾄﾙを推定するための手順(2/3) 
Fig.1.2 (b) Procedure for calculating Peterson’s amplitude spectrum(2/3). 
近地地震の記録－木下 




図1.2 (c) SMDA2におけるPetersonの振幅ｽﾍﾟｸﾄﾙを推定するための手順(3/3) 
Fig.1.2 (c) Procedure for calculating Peterson’s amplitude spectrum(3/3). 
 
な値を示そう．また， ( )envA f の低周波数域がLNMより
小さくなる可能性を持つ記録が無いわけではないので，




















る記録器で測定したﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ﾉｲｽﾞから求めた ( )envA f
である．この測定では，増幅器の増幅度を上げて行くと，
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図1.3 K-NET95型強震計の分解能とTKN観測点の分解能. Petersonの振幅ｽﾍﾟｸﾄﾙによる表示 











































































































Fig.1.5 Frequency response characteristics of the VSE-11 velocity meter. 
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Fig.1.7 Frequency response characteristics of the SA-315 accelerometer. 
近地地震の記録－木下 



















































図1.9 VS-4型速度計の振幅特性(太線); (上)水平動成分, (下)上下動成分 
Fig.1.9 Frequency response characteristics of the VS-4 velocity meter: (top) horizontal component and (bottom) vertical component. 
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30Hz(- 3 dB)で平坦特性を有するものである． 















(3) L-4C-3Dは，固有周期 1 sの動ｺｲﾙ型速度計である．従
って， 1 sより長い周期帯域における速度記録は，地表
に設置された他の  3 つの速度計記録より小さくなって
いる．これは，波形とFourier振幅ｽﾍﾟｸﾄﾙの両方から観る
ことが出来る． 



















の推定(例えば，Kinoshita and Ohike, 2002)，伝搬経路の
1/Q(f)の推定(例えば，Kinoshita, 1994)，及び，ｻｲﾄの増幅
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この時，時系列{ ( )}nx n T
∞
=−∞∆ の z 変換は次式で定義され
る． 
 ( ) ( ) ,n s T
n
X z x n T z z e
∞ − ⋅∆
=−∞
= ∆ ⋅ =∑  (1-3) 
ここで， s はLaplace変数とする．また，正規化円振動数
Tλ ω= ⋅∆ ( )λ π≤ を用いて，次式で表現する事も普通
に行われる． 
 ( ) ( ) in
n
X x n T e λλ ∞ −
=−∞





































− πδπ ･２  
なる逆変換: 






∆ = ⋅∫  
が成り立つ事が判ろう． 
 こ の z 変 数 は ， Laplace 変 数 s と の 間 に ，
exp[ ]z s T= ⋅∆ ，もしくは， ln[ ] /s z T= ∆ の関係を有し
ている．これは，図1.14に示す様に，Laplace平面上の左半
面にある 2 /(2 ) 2 /(2 )i T i i Tπ ω π− ∆ ≤ ≤ ∆ の部分を z 平面
上の単位円内へﾏｯﾋﾟﾝｸﾞするものである．即ち， s 平面で，





Fig.1.14 Relation between the complex s-plain and z-plain. 
近地地震の記録－木下 
－ 13 － 
面上で，  1 から単位円上を反時計回りに-1 迄進めた
ことになる．逆に， s 平面上で，原点から虚軸上を  
- 2 /(2 )i Tπ ∆ 迄進めると，これは， z 平面上で， 1 から単
位円上を時計回りに-1 迄進めたことになる．ちなみに，









 さて， z 変換を扱う上で必須な 2 つの事を示しておこ






( ) (2 ) [ ( ) ]




im i k m
k
m
x k m x k m e d












∞− − − −
=−∞−
−






( ) ( ) ( 1)y k x k ax k= + − なる入出力関係が満たされている
とする．この時，{ ( )}y k と{ ( )}x k の z 変換表示を，各々，
( )Y z 及び ( )X z とする．上式を適用すると，これは，
1 1( ) ( ) ( ) (1 ) ( )Y z X z az X z az X z− −= + = + となる．即ち，
この入出力系は， 11/(1 )az−+ となる．従って，一つの極
z a∗ = − が存在し，これが単位円内にある 1a ≤ の時，こ
の系は安定となる．この例は，あまりにも簡単であり失
礼かも知れないので，少し z 変換らしい例を示しておこう．
今，以下の入出力関係を有する系 ( )H z を考えよう． 
 ( ) { ( ) ( 1) ( 1)}/y k x k x k x k N N= + − + ⋅⋅⋅ + − +  
相加平均による平滑化であるから，低域通過ﾌｨﾙﾀの働き
をすることが判ろう． 1z− が遅延素子であることを用いれ



















この関数 ( )H z は， i Tz e ω⋅∆= を代入すると判るように，
円周波数ω に対し，高周波数域でsinc関数型の減衰をする
低域通過ﾌｨﾙﾀとなる．しかしながら，ここでの要点は，
この ( )H z の表式を用いると，入出力関係が次式となるこ
とである． 
 ( ) ( 1) [ ( ) ( )] /y k y k x k x k N N= − + − −  
当初の式に比較して，演算回数が減少していることが判
ろう．特に，{ ( )}x k に関する計算が N ｻﾝﾌﾟﾙ毎になり，
( )H z をﾊｰﾄﾞｳｴｱで実現することに経済性を見いだすこと
が出来る．実際， ( )H z を 3 段ｶｽｹｰﾄﾞに接続した 3 ( )H z 型
の低域通過ﾌｨﾙﾀは，最新の24ﾋﾞｯﾄ型A/D変換器のﾃﾞｼﾒｰｼｮ
ﾝ･ﾌｨﾙﾀにも用いられている． 
 さて， z 変換を扱う上で，もう一つ知っておかねばなら
ないことは，  2 つの z 変換列の畳込みである．今，
( )X z と ( )Y z が，各々， 
 ( ) ( ) , ( ) ( )k n
k n
X z x k z Y z y n z
∞ ∞− −
=−∞ =−∞
= =∑ ∑  
で与えられたとする．この時，二つの z 変換列を畳込んで
































{ (1), (2),..., ( )}x x x N とする( T∆ を省略する)．この時， 
 1/ 2
1




X N x k e f Tλλ π λ π− −
=
= ⋅ = ⋅∆∑  
なる展開を用いれば， 












ˆ ( ) ( ) ( )





R n X X e d














 ( ) [ ( ) ( )]XR n E x k n x k= +  
で定義される自己共分散関数の自然な推定値である．自
己共分散関数を用いて，ﾊﾟﾜｰ･ｽﾍﾟｸﾄﾙは次式で定義される． 
 ( ) ( ) ikX X
k
P R k e λλ ∞ −
=−∞
= ⋅∑  







λ λλπ deP inX ･)()2( 1  
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λ λπ )()()2( )(1  
 いま，中心周波数 0f ，ﾊﾞﾝﾄﾞ幅 0B の狭帯域通過ﾌｨﾙﾀを
通した時系列を 0 1{ ( )}
N













ˆ( ) (2 ) ( )


































TP f N x k B−
=





は， ( )X λ についてである． ˆ ( )XR n に関する表現式から， 
 1[ ( ) ( ) ] (2 ) ( )XE X X d P d
π π
π π
λ λ λ π λ λ−
− −
− =∫ ∫  
が導かれる．即ち， 
 [ ( ) ( )] ( )XE X X d T P f dfλ λ λ− = ∆ ⋅  













 )()( 1 sHssI ⋅= −  
の形で表示される．もちろん， 1−s が積分であり， )(sH
が低周波数域での f/1 ﾉｲｽﾞとﾄﾞﾘﾌﾄを除去するための高域
通過ﾌｨﾙﾀである． )(sH の関数形としては，通常，2 次系， 
 2 2 2( ) /( 2 )i i iH s s s h sω ω= + + ， 
が用いられる．あまり次数を上げるとよけいな過渡応答
が生じるため， 2 次系が妥当なところである．よって， 




り， z -変換形に代える必要がある．すなわち， )(sI を z
変換形で求めるためには， 1−s と 2−s の z 変換形を求める
必要がある．いま，標本化時間を T∆ とする．このとき，





















TzTs ･  
なるﾛｰﾗﾝ展開を利用して，その定数項と主要部で 1−s と
2−s の近似形を求めると， 
 1 1 1( / 2) (1 ) /(1 ),s T z z− − −= ∆ ⋅ + −  
及び， 
 2 2 1 2 1 2( / 12) (1 10 ) /(1 )s T z z z− − − −= ∆ ⋅ + + − ， 
となる (この近似形は， formz − と言われる [Jury 



















































となる．よって，加速度列{ })(na から速度列{ })(nv を得
る時系列表示は次式となる． 

































TT ii  
近地地震の記録－木下 


















している．これらは，全て  2 次形式によるものであり，
例 え ば ， 低 域 通 過 ﾌ ｨ ﾙ ﾀ は 2 2 2/( 2 )i i i is h sω ω ω+ + に






























図1.16 (a) SMDA2における積分の手順(1/4) 
Fig.1.16 (a) Procedure for the integration of seismic wave signals (1/4). 
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( )W f ，生のｽﾍﾟｸﾄﾙを ( )P f とすると，平滑化されたｽﾍﾟｸ
ﾄﾙ ( )P f は，次式で与えられる． 
 ( ) ( ) ( )P f P g W f g dg
∞
−∞
= −∫  
( )W f の主領域をﾊﾞﾝﾄﾞ幅 2B で表現すれば，これは次式
で定義される． 
 












図1.16 (b) SMDA2における積分の手順(2/4) 
Fig.1.16 (b) Procedure for the integration of seismic 




図1.16 (c) SMDA2における積分の手順(3/4) 









ﾄﾙ推定には，Hanning(Julius von Hann)ｳｲﾝﾄﾞｳによる 
 1 1( ) 0.25 ( ) 0.5 ( ) 0.25 ( )n n nP f P f P f P f− += + +  
とHamming(R.W.Haming)ｳｲﾝﾄﾞｳによる 
 1 1( ) 0.23 ( ) 0.54 ( ) 0.23 ( )n n n nP f P f P f P f− += + +  
とがある(これらのｳｲﾝﾄﾞｳは， z 変換を用いて，各々，
λλλ ii eeW −++= 25.05.025.0)( 及び λλλ ii eeW −++= 23.054.023.0)(
となることに気がつこう)．音声の解析などでは，
Hammingｳｲﾝﾄﾞｳが常用されている．これらの式で，








=∑ と対称性 n nw w−= である．これ 
らは，ｳｲﾝﾄﾞｳを用いる事により生ｽﾍﾟｸﾄﾙの面積が変わら 
近地地震の記録－木下 



























































































A W d w
π
π













w w B l l N k l wβ π π− − −
= = =
= − −∑∑ ∑
 
ここで， 
 0 1 1[ , ,..., ]
T
Nw w w w −=r  
なるﾍﾞｸﾄﾙと， sin[2 ( ) / ] /[ ( )]B k l N k lπ π− − を ( , )k l 要素
とする行列M を考えれば， β は /T Tw Mw w wβ = r r r r となる．
即ち， =Mw wβr r なる固有値問題で，固有値 β を最大とす 











 この固有値問題， =Mw wβr r ，を満たすﾍﾞｸﾄﾙ関数wr は，
扁球回転楕円体関数と言われる．実際の計算でこの関数
を求めることは，数値計算を用いる事になる．この関数
における固有値 β は， 1 を上限として 1 に近いところで
連続して得られる．即ち，我々が必要としている β が大
きなｽﾍﾟｸﾄﾙ･ｳｲﾝﾄﾞｳは複数出現する．Thomson(1982)の
multi-taper法とは， β を大きい順に， 1 2 3, , ,..., Kβ β β β と
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し，対応する固有ﾍﾞｸﾄﾙを 1 2 3, , ,..., Kw w w w
r r r r
としたとき，










X w x n zλ − −
=






( ) ( )
K
multi taper k k
k
p K Xλ β λ−− −−
=
= ∑  






のみを  2 つ記述する．まず，この扁球回転楕円体関数は
2 2p N T B= ∆ ⋅ でﾊﾞﾝﾄﾞ幅 2B を指定したとき，このﾃｰﾊﾟ
関 数 は pπ の 扁 球 回 転 楕 円 体 ﾃ ｰ ﾊ ﾟ と 言 わ れ ，
2 2 /B p N T= ∆ のﾊﾞﾝﾄﾞ幅が規定されるﾃｰﾊﾟとなる．実際
のｽﾍﾟｸﾄﾙ計算では，固有値問題を解く必要があるため，
ﾃﾞｰﾀ数 N と標本化周期 T∆ 及び整数 p を予め与えること
によりﾊﾞﾝﾄﾞ幅 2B を決定する．  









ˆ ( ) ( ) ( ) / ( )
K K
adaptive multi taper k k k
k k
P d X dλ λ λ λ− −− −
= =
=∑ ∑  

























= ∑ である．この周波数依存 





0 1( ) [ ( ) ( ) ] / 2adaptive multi taperP X Xλ λ λ− − = +
 
を 初 期 値 と し て ( )kd λ の 計 算 を 行 い ， 結 果 を
ˆ ( )adaptive multi taperP λ− − の 式 に 代 入 す る ． 得 ら れ た
ˆ ( )adaptive multi taperP λ− − は，これを ( )adaptive multi taperP λ− − に代入
し て ( )kd λ を 計 算 す る ． こ の よ う に し て ， 
ˆ ( ) ( )adaptive multi taper adaptive multi taperP Pλ λ− − − −= となるまで ( )kd λ
を 繰 り 返 し計 算 す る．こ の よ う にし て 得 られ る

















Fig.1.17 Procedure for calculating multi-taper spectrum. 
近地地震の記録－木下 
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により既に決められているので(但し，この段階でﾃﾞｰﾀの
間引きは可能であり，計算ﾌﾚｰﾑの中の間引き数で調整可






そして， ( )adaptive multi taperP λ− − が順次表示される．また，推





定に用いるﾊﾟﾗﾒｰﾀは， N T∆ =2.56s， p = 4 (従って，
2B =3.125Hz)，ﾃｰﾊﾟ数 6 程度である．このﾏﾙﾁ･ﾃｰﾊﾟ･ｽﾍﾟｸ
ﾄﾙの計算では，固有値問題を数値計算で解くため，かな


















(Source Characteristics) ( )S ω は，通常，加速度震源ｽﾍﾟｸﾄﾙ ( )2 of M ω& と放射特性 Pθφ の積で与えられる．ここで，ω
は円周波数であり， ( )oM ω& は地震ﾓｰﾒﾝﾄの時間微分 ( )oM t&
（震源から射出された直後の変位波形に相当する）の
Fourier表示とする． ( )2 of M ω& は地震ﾓｰﾒﾝﾄ oM によりそ
























示は ( )2 oP f Mθφ ω⋅ & となるが，このｽﾍﾟｸﾄﾙは，観測点に至
る途中経路で，一般には，減衰する．ここでは，途中経
路として，震源から先第三系基盤までの経路を考えよう．
こ の 間 での 増幅 と 減衰効 果 が 伝搬 経路 効 果 (Path 
Effects) ( )T ω である．最も初歩的な記述として，増幅部分
を o oρβ ρ β ，減衰部分を ( )1 exp[ 2 ]r r Q f vω− − ⋅ の形
で記述する．ここで， ρβ と o oρ β は，震源域と先第三系
基盤におけるｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(密度とS波速度の積)であり， r と
v は震源距離とS波の平均伝播速度とする．1/ ( )Q ω は，
周波数依存性を有するQ 値の周波数表示である．ここで
も，強震計録から得られた南関東地域の 1/ ( )Q ω  
(Kinoshita, 1994)を図1.20に示しておこう．この1/ ( )Q ω は， 
2 s当たりにそのﾋﾟｰｸを有するものである．その解釈とし
て，このﾋﾟｰｸが伝播経路(ここでは地殻)の不均質度のﾋﾟｰ
ｸを示すものであれば， ( )2 of M ω& が大きな地震では 2 s程
度にそのｽﾍﾟｸﾄﾙがﾋﾟｰｸを持つであろうと言うものがある．








Fig.1.18 Schematic model of earthquake observation. 
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Fig.1.19 (a) Estimated scaling of acceleration source spectra for 
the events that occurred between the upper part of the 
Philippine sea plate and the lower part of the North 
American plate (Kinoshita and Ohike, 2002). 
 
 ここまで，点震源から先第三系基盤に至る地震波のｽﾍﾟ
ｸ ﾄ ﾙ の 形 状 が ， ( ) ( )T Sω ω⋅ = 10/ −r･βρρβ  
)(])(2/exp[ 0
















Fig.1.19 (b) Estimated scaling of acceleration source spectra for 
the events that occurred in the intra-Philippine sea 













を有している(木下･大池，2002)．そこで，実際の ( )G ω
の推定例を示しておこう．これはK-NETの記録を用いて
関東地域の堆積層における ( )G ω を推定したものであり， 
1 Hzにおける ( )G ω の推定結果を図1.22に示す(Kinoshita 
and Ogue, 2002)．推定された 1 Hzでの ( )G ω は，関東地震 
近地地震の記録－木下 
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図1.19 (c) 関東地域で発生した314地震を用いて推定した加速度震源ｽﾍﾟｸﾄﾙ 




図1.20 関東地域の地殻におけるS波の1/ Qの周波数特性(木下, 1994) 
Fig.1.20 Frequency-dependent 1/ Q  for S-waves in the crust beneath the Kanto region (Kinoshita, 1994). 
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図1.21 関東地域中央部の堆積層-基盤系におけるS波の1/ Qの周波数特性(木下･大池, 2002) 




図1.22 関東地域における堆積層-基盤系のS波の増幅特性. 1Hzﾊﾞﾝﾄﾞの場合(木下･小久江, 2002) 
Fig.1.22 Site amplification map of a sedimentary layer – basement system in the Kanto region (1Hz band) (Kinoshita and Ogue, 2002). 
近地地震の記録－木下 




特性は，上述の事から， ( ) ( ) ( )G T Sω ω ω⋅ ⋅ により与え
られる事を示してきたが，実際にはさらに地震計の特性
































時， ( )oM ω& に対応する時間領域の関数は，震源時間関数
と呼ばれ，地震ﾓｰﾒﾝﾄの時間微分 ( )oM t& で与えられるが，
この時間関数は，一般的に台形関数で近似される事が普
通である(本資料で扱うSMDA2における波形合成において
も， ( )oM t& として台形関数を用いている)．この地震断層
から射出された変位波形 ( )oM t& は，伝搬経路の効果
1 exp[ 2 ( ) ]r r Q vω ω− − ⋅ により平滑化される．しかしなが
ら， ( )Qω ω が 1 s以上では殆ど一定となる事が観測事実
として認められており， ( )oM t& の波形は僅かな変調を受け
るだけとなる．従って，第三系基盤内やその露出部のよ
うな，堆積層の変調を受けない観測地点では，直達S波は












を ( )v t ，ｻｲﾄ増幅特性をG (但し，一定とする)，地表付近
の密度を oρ ，ﾗﾃﾞｨｴｲｼｮﾝ･ﾊﾟﾀｰﾝを Rθϕ とすると， 
 ∫= dTdoK dtGRtvTe 0 2]/)([)/1()2/1( θϕρ , 
となる．ここで， dT は直達実体波の継続時間 ≈断層破壊
時間とする．即ち， dT は速度波で 1 ｻｲｸﾙ，変位波で 1 ﾊﾟﾙ
ｽの形状を示す直達実体波の長さとする．従って，観測点
での単位面積を通過する運動ｴﾈﾙｷﾞ流は，観測点下の媒質
速度を oC (P波ならば oα ，S波ならば oβ とする)とすると，
o d KC T e となる．故に，半径 r (震源距離)の球面について
積分すれば，震源からの全運動ｴﾈﾙｷﾞは 
 24K o d KE r C T eπ=  
となる．均質媒質においては，運動ｴﾈﾙｷﾞとﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ･ｴﾈﾙ





























となる．直達P波については，その速度波を ( ) ( )Pv t v t=
とすると， 
 ∫= PT PooP dtGRtvrE 0 22 ]/)([4 θϕαρπ  
となる．ここで， PT は直達P波の継続時間とする．S波に





































様なﾀﾞﾌﾞﾙｶｯﾌﾟﾙ型の点震源では， 23S PE E= (Aki and 
Richard, 1980)であるから，地震ｴﾈﾙｷﾞ E は殆ど SE で近似
されるとして良かろう．即ち， 
 ( ) ∫−≈ ST SHoo dttvGRrE 0 222 )]([8 θϕβρπ  
が直達SH波を速度記録として扱った場合の地震ｴﾈﾙｷﾞ推定
式となる．これは，  1 ｻｲｸﾙの ( )SHv t の自乗波を積分する
事により，地震ｴﾈﾙｷﾞ E が見積もれる事を示すものである．
この推定式を周波数領域で扱う為には， ( )SHv t のFourier
表示を ( )SHV f とすると，Parsevalの公式により， 


















となる．ここで， v と ( )SQ f は，各々，S波の平均伝播速
度とQ 特性とする．これらの推定式において用いられる
幾つかのﾊﾟﾗﾒｰﾀに関し，例を示しておこう．岩盤上の速
度記録からｴﾈﾙｷﾞ E を見積もる上では， 2, 0.6G Rθϕ= = ，
0 2ρ = 3( / )g cm ， 0.5oβ = (km/s)程度が妥当な値となろ
う．また，直達S波の継続時間に関しては， 
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 3( ) ( 4 ) ( / )P ou t GR r M t rθϕ πρα α= ⋅ −&  
及び 
 3( ) ( 4 ) ( / )S ou t GR r M t rθϕ πρβ β= ⋅ −&  
で与えられる(Aki and Richard, 1980)．ここで，α ， β 及
び ρ は，各々，震源域におけるP波とS波の速度，及び，
密度であり， 2, 0.64G Rθϕ= = とする．従って，記録さ
れた直達実体波の変位ﾊﾟﾙｽが継続する時間を，ｵﾝｾｯﾄ時か
ら計って，P波とS波で，各々， PT 及び ST とすると，地震
ﾓｰﾒﾝﾄは， 





















 ( ) ∫= ST So dttuGRrM 03 )(/4 θϕπρβ  
となる．即ち，直達実体波の変位ﾊﾟﾙｽを積分する事によ
り，地震ﾓｰﾒﾝﾄが評価される．例を示そう． 18PT = (s)の
直達P波を変位で表したときのﾊﾟﾙｽ部分の面積=3.6(cm･s)
とし，震源域のP波速度と密度を，各々， 7α = (km/s)及
び 32.7( / )g cmρ = とする．記録が震源距離 500r = (km)
で得られたとすると，地震ﾓｰﾒﾝﾄは 272.1 10oM = × (dyne･
cm) となる． ﾓ ｰ ﾒ ﾝ ﾄ ･ ﾏ ｸ ﾞ ﾆ ﾁ ｭ ｰ ﾄ ﾞ に換算すると，
log 1.5 9.1o WM M= + から， 7.5WM = となる． 














  2 点間で観測された地震記録の相関の度合いを周波数
の関数として示したものをｺﾋｰﾚﾝｽと言う．無次元であり，




である．ここで， ( )Tλ ω λ π= ⋅∆ ≤ は正規化円振動数で
あり， ( )XXP λ と ( )YYP λ は確率変数と見なした  2 つの地
震波， 1{ }
N
k kx = と{ } 1Nk ky = のｽﾍﾟｸﾄﾙ密度関数， ( )XYP λ はそ
の相互ｽﾍﾟｸﾄﾙ密度関数である．数式で表現すると，
( )XYP λ で代表して， 
 ( ) [ ( ) ( )]XYP E X Yλ λ λ= −  
となる．ここで， 1{ }
N
k kx = と{ } 1Nk ky = のFourier表示は，各々，
以下で定義される． 
 



























( )2γ λ の推定区間を幾つかの単位区間に分割し(重複を妨
げない )，各単位区間で FFT を用いて推定された
( ), ( ), ( ), ( )XX YY XY YXP P P Pλ λ λ λ を各々積算して，その結果
























1990年  8 月  5 日に箱根付近で発生した JMAM =5.1(深さ
15.3km)の地震(図4.3(a)参照)において得られたものである．
まず，直達S波を含む深層井記録の 3 sに対し，最も相関が 
( ) ( ) ( ) ( )22 /XY XX YYP P Pγ λ λ λ λ= ⋅  
近地地震の記録－木下 
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Fig.1.24 Choherency characteristics estimated by using the data obtained on a free surface and at a depth of 2,750 m 





Fig.1.25 Choherency characteristics estimated by using the data obtained on a free surface and at a depth of 2,750 m 
including direct SH-waves shown in Fig.1.23.  The data length is 6 s. 
 
近地地震の記録－木下 







Fig.1.26 (a) Epicenters of earthquakes used for estimating the 
choherency characteristics of S-waves propagating a 



































区間がtwo-way timeの長さ以内にあれば， 3 Hz程度迄ｺﾋｰﾚ
ﾝﾄな伝搬をしている事を示した．ここでは，より一般性
































大雑把に言えば，気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 5 ( JMAM = 5)を越える
地震が，地震記録に出現する局所的位相を扱う上で好都
合となる事を意味している．従って，本資料で扱う地震
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図1.26 (b) IWT観測施設における堆積層-基盤系を伝播するS波の平均ｺﾋｰﾚﾝｽ特性(*)とその標準偏差分の変動(×) 




図1.27 (a) FCH観測施設における深層井と地表で得られた記録から, S波の堆積層-基盤系での伝播に伴うｺﾋｰﾚ
ﾝｽ特性を推定するために用いた地震の震央分布図 
Fig.1.27 (a) Epicenters of earthquakes used for estimating the choherency characteristics of S-waves propagating a 
sedimentary layer – basement system at the FCH site. 
近地地震の記録－木下 
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図1.27 (b) FCH観測施設における堆積層-基盤系を伝播するS波の平均ｺﾋｰﾚﾝｽ特性(*)とその標準偏差分の変動(×) 




図1.28 (a) SHM観測施設における深層井と地表で得られた記録から, S波の堆積層-基盤系での伝播に伴うｺﾋｰﾚ
ﾝｽ特性を推定するために用いた地震の震央分布図 
Fig.1.28 (a) Epicenters of earthquakes used for estimating the choherency characteristics of S-waves propagating a 
sedimentary layer – basement system at the SHM site. 
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図1.28 (b) SHM観測施設における堆積層-基盤系を伝播するS波の平均ｺﾋｰﾚﾝｽ特性(*)とその標準偏差分の変動(×) 


































































Fig.2.2 Schematic model of the generation setting of earthquakes that occurred beneath the Kanto region. 
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 (a) 直達実体波の伝播 
 (b) 堆積層表面波( LQ と rLQ ) 
 (c) S波の全反射波列(直達Ｓ波 oS と全反射波列 1 2, ,S S ⋅ ⋅⋅ ) 
 (d) SP変換波( SV SP→ ) 
Fig.2.3 Schematic model for explaining the generation setting of local phases in a sedimentary layer – basement system:  
(a) Propagation of direct S-waves.  (b) Generation setting of basin-induced surface waves.  (c) Generation 
setting of the wave train of total reflection.  (d) Generation setting of SP-converted waves. 
(a) (b) (c) (d) 
近地地震の記録－木下 
























て，ここでは上記の 3 群列観測網について述べよう． 
2.2.1 深層群列観測 
 関東地域において，防災科学技術研究所は  4 か所の深















































60V/gの  2 系統)は，地表及び浅層井の加速度信号と伴に
同一の収録器で記録される．最終的に記録可能な深層井
記録は，ﾀﾞｲﾅｯﾐｸ･ﾚﾝｼﾞを12ﾋﾞｯﾄとして，最大加速度が
327gal及び16.3galとなる 2 系統である． 
2.2.2 府中群列観測 
 図2.5に東京都西部の府中地域に展開した小さな観測網
である府中群列観測網(Kinoshita, 1998c; Phillips et al., 
1993)を示す．この観測網は，中心観測点であるFCHの3地
中観測と地表観測に加えて，FCHを取り囲む様に建設され
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図2.4 本資料で扱った地震記録を観測した観測点分布図(府中群列観測, 江東群列観測, 足尾
群列観測, 平塚沖海底群列観測, 岩手県GNB観測点を除く) 





Fig.2.5 Layout of Fuchu array. 
 
近地地震の記録－木下 
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列観測網の初期建設は1989年であるから，およそ  8 年間
は，最大測定速度40sm/sのVS-355型速度計が用いられてい
た．この20観測点の中で，KOT観測点のみが，図中の位








































ている事が判る．この直達S波は，S波の伝搬速度が  3 
km/sの先第三系基盤である花崗岩内での標本記録の一つで 
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図3.1 (a) 1992年9月22日に足尾付近で発生した地震の震央とAS1, AS2及びAS3観測点の位置図 










ﾙに当てはまり， maxf が30Hzとなる．但し，この maxf は，
記録器の周波数特性が持つ遮断周波数と一致するため，
真の maxf は30Hz以上となる． 
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3.1.3 JMAM 6.0～ JMAM 7.0の地震記録 
 この地震規模の範囲では， 2 つの重要な現象であるｽﾄｯ
ﾋﾟﾝｸﾞ･ﾌｪｲｽﾞ(終端位相)とﾃﾞｨﾚｸﾃｨﾋﾞﾃｨが明瞭となる．こ
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図3.3 (a) 1989年2月19日に茨城県南西部で発生した地震の震央とTKN, SHM, IWT及びMKB観測点の位置図 
Fig.3.3 (a) Epicenter of the southeastern Ibaraki Prefecture earthquake of 19 February 1989 and the locations of the TKN, 



















K2型強震計による  5 か所の臨時観測点の一つである
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図3.4 (a) 1989年2月19日の地震におけるTKN観測点のNS成分変位波(上)とMKB観測点のNS成分変位波(下) 
Fig.3.4 (a) NS-component displacement seismograms observed at the TKN (top) and MKB (bottom) sites.  The original 




図3.4 (b) 1989年2月19日の地震におけるTKN観測点のUD成分変位波(上)とMKB観測点のUD成分変位波(下) 
Fig.3.4 (b) UD-component displacement seismograms observed at the TKN (top) and MKB (bottom) sites.  The original 
seismograms are velocity seismograms. 
 
近地地震の記録－木下 
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図3.5 (a) 1978年12月17日の千葉県東方沖地震の震央とTKN, SHM, IWM, CHY, URY及びKSR観測点の位置図 
Fig.3.5 (a) Epicenter of the Chiba-ken toho-oki earthquake of 17 December 1987 and the locations of the TKN, SHM, 




















た  3 つのｻﾌﾞｲﾍﾞﾝﾄは，変位記録上で読みとることが可能
であり，図3.9(b)のP1，P2，P3に対応するｻﾌﾞｲﾍﾞﾝﾄを図
3.9(c)のS波の中でS1，S2，S3と同定できる． 
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図3.6 (a) 1980年6月29日の伊豆半島東方沖地震の震央とJIZ観測点の位置図 
Fig.3.6 (a) Epicenter of the Izu-hanto toho-oki earthquake of 29 June 1980 and the location of the JIZ site. 
 
 9 月25日に千葉県中部で発生した JMAM 6.1の地震におけ
る府中観測施設(FCH)での群列観測記録である．図3.11(a)
に地震の震央とFCH観測施設の位置関係を示す．FCH観測















































地表と200m井の記録が  2 ｻｲｸﾙの波形形状なのに対し，
2,300m井は 3 ｻｲｸﾙの波形を示している事である．この基
盤内記録における 1 ｻｲｸﾙ分の増加は，周期およそ 6 sの直
達S波が地表で反射して本来の直達S波に混入した事によ 
近地地震の記録－木下 
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図3.7 (a) 1998年9月3日に岩手山付近で発生した地震の震央とGNB観測点の位置図 























































明に用いる記録例として，1985年10月  4 日に東京都東部 
近地地震の記録－木下 
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図3.9 (a) 1996年3月6日に山梨県東部で発生した地震の震央とYMK, AKW及びUHR観測点の位置図 
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図3.11 (a) 1980年9月25日に千葉県中部で発生した地震の震央とFCH観測点の位置図 



























入力点の入射波のFourier表示 1ˆ ( )PX λ+ と地表におけるSH




( ) / , 1
p
b p n p
p n
n
G z zλ σ α α− −
=
= =∑  (3.1) 
ここで， , 2iz e f T Tλ λ π ω= = ⋅∆ = ⋅∆ である．λは正規
化円振動数と呼ばれ， λ π≤ の範囲を有する周波数ﾊﾟﾗﾒ
ｰﾀである．また， T∆ は，標本化された地震記録の標本
化時間に対応させると伴に，図3.19で示した各層のtwo-













川，1972)．ところで，式(3.1)の分母を構成する{ } 1ppn nα = は，




, 1, 2,..., ;
, 1, 2,..., 1
n
n n
n n n n




α α α α− −−
= =
= + = −
 (3.2) 
{ } 1pn nκ = は，図3.19から次式で与えられる． 
近地地震の記録－木下 
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図3.15 (a) 1985年10月4日に茨城県南部で発生した地震の震央と府中群列観測点の位置図 














++  (3.3) 
ここで， nφ と nβ は，各々，図3.19の第 n層における入射
角とｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽである．この式(3.2)のｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑは，本来，
時系列解析において，{ } 1pn nκ = を偏自己相関係数列とした































= + = ∑∏  (3.4) 









ながら，入力点は，真の入力波 1/ 2 1
ˆ ( )Pz X λ− + 以外に成層構
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Fig.3.16 Cross-correlation function estimated by using the 200m 





い要素を含んでいる．まず，観測系の伝達関数 1( )G λ の卓





に分解して得られた複素共役な 2 つの極を ninnn erz
λ±= と
すると，観測系の卓越振動数 nf とその振動数での ( )nQ f
は次式で与えられる． 
 / 2n nf Tλ π= ∆  (3-6a) 














数の利得特性. ( ) 10Q f f= と成層構造への垂直入射
を仮定している. 
Fig.3.17 Estimated wave transfer function.  The input and output 
of the transfer function are 200m-borehole recordings and 
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図3.19 Equal-time layeredモデル 
Fig.3.19 Goupillaud-type equal-time layered model.  Each layer has a common travel time across a layer, 






Fig.3.20 Digital filter representation of equal time layered model for SH-waves: (a) observation system and 
(b) lattice filter for layered structure. 
(a) 
(b)
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ﾒｰﾀ ( , )b p の範囲の指定を行う．式(3-5)の伝達関数を推定







ˆ( ) ( ) ( ) ( ),
ˆ( ) ( ) ( ),
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= − − +
= =
∑




図3.21 (a) SMDA2における伝達関数推定の為の手順(1/6) 
Fig.3.21 (a) Procedure for estimating wave transfer function (1/6). 
近地地震の記録－木下 




図3.21 (b) SMDA2における伝達関数推定の為の手順(2/6) 




図3.21 (c) SMDA2における伝達関数推定の為の手順(3/6) 
Fig.3.21 (c) Procedure for estimating wave transfer function (3/6). 
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図3.21 (d) SMDA2における伝達関数推定の為の手順(4/6) 














x k x k n x k n u kα γ
= =
= − − + − +∑ ∑  (3-8) 
とすればよい．ここで， b T∆ と 2b T∆ は，地中観測点か
ら地表観測点へのS波の伝播時間， p T∆ は，そのtwo-way 
timeを物理的意味として有している．同じく， 1b T∆ はP波
のone-way timeである．また，式(3-7)のﾉｲｽﾞ部分 ( )u k は，
地中-地表観測系のようなﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ系における推定問題の
常套手段として，ﾎﾜｲﾄ･ﾉｲｽﾞ ( )v k で駆動される自己回帰過
程を採用している．従って，式(3-7)の推定問題(SH波の
場合)では， ( , , )b p q のﾊﾟﾗﾒｰﾀ次数を決定せねばならない．









はSH波の入射を選択する．次に，ﾊﾟﾗﾒｰﾀ ( , , )b p q の範囲
を決めねばならない．通常，地表と地中における相互相
関関数(ｳｲｻﾞｰﾄﾞ(3/4)にされている)の最初のﾋﾟｰｸに対応す
る遅れ時間が b T∆ に対応する． 2 ~b p であるから，
( , )b p の予測値は容易に求まろう． ( , )b p の範囲は，この
予測値を中心として設定する．問題は， q の次数である．
これには何の決まりもないので，当初10程度にし，




















の利得特性とFourier比のﾏｯﾁﾝｸﾞは，最初の 3 ～ 4 個のﾋﾟｰｸ 
近地地震の記録－木下 




図3.21 (e) SMDA2における伝達関数推定の為の手順(5/6) 




図3.21 (f) SMDA2における伝達関数推定の為の手順(6/6) 
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図3.22 (a) 1982年7月23日の茨城県沖地震の震央とSHM及びFCH観測点の位置図 
Fig.3.22 (a) Epicenter of the earthquake of 23 July 1982 and the locations of the SHM and FCH sites. 
近地地震の記録－木下 
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表記録のFourier比(点線)と速度構造を用いて計算した伝達関数の利得特性. ( ) 50Q f f=
と成層構造へ45°の斜め入射を仮定している. 
Fig.3.22 (d) Wave transfer function estimated by using the 2,750m borehole and surface recordings obtained at 
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伝達関数の利得特性. ( ) 50Q f f= と成層構造へ
45°の斜め入射を仮定している. 
Fig.3.23 (b) Wave transfer function estimated by using the 2,300m 
borehole and surface recordings recorded at the SHM 
borehole array site for the earthquake of 23 July 1982. 
4. 表面波 






































図4.1 (a) 1984年9月14日の長野県西部地震の震央とFCH観測点の位置図 
Fig.4.1 (a) Epicenter of the earthquake of 14 September 1984 (Nagano-ken Seibu earthquake) and the location 
of the FCH site. 
近地地震の記録－木下 





















































































































































防災科学技術研究所研究資料 第240号 2003年5月 





















 伊豆半島の周辺では， 1974 年の伊豆半島沖地震














































図4.2 (a) 1997年3月4日に伊東沖で発生した地震の震央とKWN, OKA, OKN, TNG, JIZ及びTOI観測点の位置図 
Fig.4.2 (a) Epicenter of the earthquake of 4 March 1997 and the locations of the KWN, OKA, OKN, TNG, JIZ and TOI sites. 
 
近地地震の記録－木下 
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図4.3 (a) 1990年8月5日に箱根付近で発生した地震の震央とFCH観測点の位置図 
Fig.4.3 (a) Epicenter of the Hakone region earthquake of 5 August 1990 and the location of the FCH site. 
近地地震の記録－木下 
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et al., 1992)． 
 











図4.4 (a) 1990年2月20日の伊豆大島近海地震の震央と江東群列観測網の位置図 
Fig.4.4 (a) Epicenter of the near Izu-oshima earthquake of 20 February 1990 and the location of the Tokyo lowlands array. 
 
近地地震の記録－木下 





























































































































防災科学技術研究所研究資料 第240号 2003年5月 
































































































































































































































































































防災科学技術研究所研究資料 第240号 2003年5月 































































Fig.4.5 (a) Running spectrum of transverse component of velocity seismogram recorded at the KMD site for the 
near Izu-oshima earthquake of 20 February 1990. 
近地地震の記録－木下 






Fig.4.5 (b) Running spectrum of radial component of velocity seismogram recorded at the KMD site for the 







Fig.4.5 (c) Running spectrum of vertical component of velocity seismogram recorded at the KMD site for the 
near Izu-oshima earthquake of 20 February 1990.  
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図4.6 (a) 1984年9月19日に発生した房総半島沖の地震の震央とTKN観測点の位置図 





































1 2( ), ( ),..., ( )My n y n y n を M 箇所の群列観測点において時
間 n T∆ で得られた地震記録(或いは，ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ﾉｲｽﾞの
記録)とする．但し，標本化時間を T∆ とし， Tλ ω= ⋅∆
を正規化円振動数とする． 以下， T∆ は断らない限り省
略しよう．また， 1 2[ , ,..., ]
T
Mr r r r=r r r r を観測点の位置ﾍﾞｸﾄﾙ
とする．ここで，[]T は，ﾍﾞｸﾄﾙ或いは行列[]の転置とする．
f-κｽﾍﾟｸﾄﾙは，最初に，地震記録を狭帯域通過ﾌｨﾙﾀで必要
な 周 期 ( 或 い は 周 波 数 ) の 時 系 列 =)(nxr  
T
M nxnxnx )](),...,(),([ 21 に転換することから始める．次に，
( )x nr をﾌｨﾙﾀ･ﾍﾞｸﾄﾙ， 
 1 2( ) [ ( ), ( ),..., ( )]
T











X n f x nω ω∗
=
= ⋅∑  (4-1) 
近地地震の記録－木下 
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図4.6 (c) 房総半島沖の地震(1984年9月19日)におけるTKN観測点のﾗﾃﾞｨｱﾙ成分変位波のﾗﾝﾆﾝｸﾞｽﾍﾟｸﾄﾙ 
Fig.4.6 (c) Running spectrum of radial component of displacement seismogram recorded at the TKN site for the off 
Boso-hanto earthquake of 19 September 1984. 
 
なる時系列を求める．ここで， ( )∗⋅ は ( )⋅ の複素共役とする．






( ) [ ( ; ) ( ; )]
( ) ( ) [ ( ) ( )]
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( ) ( ) ( )
















P E X n k X n e
f f E x n k x n e































となる．ここで， [( )]E ⋅ は ( )⋅ の期待値とする．また， 
 ( ) [ ( ) ( )]JK j lR k E x n k x n
∗= +  
及び 
 ( ) ( ) ikJL JL
k
P R k e λλ ∞ −
=−∞
= ⋅∑  
は，各々，{ ( )}jx n と{ ( )}lx n の相互共分散関数及び相互ｽ
ﾍﾟｸﾄﾙ密度行列 )(λP の ( , )j l 成分とする．ここまでの展開
は，ﾋﾞｰﾑﾌｫｰﾐﾝｸﾞに基づく群列記録の共通的な処理方法で
あり，この ( )zP λ は，一般的なf-κｽﾍﾟｸﾄﾙの表現となる．
とは言え，”ﾋﾞｰﾑﾌｫｰﾐﾝｸﾞに基づく…”とは，馴染みの薄い
言い回しであり，  2 度目に出会ったとき実感が持てるか
どうかであろう． 
 さて，これまでの議論で， ( )zP λ を得るのに，任意性が
あるのはﾌｨﾙﾀ･ﾍﾞｸﾄﾙであることに気がつこう．実際のﾌｨﾙ
ﾀ ( )f ωr は，ﾍﾞｸﾄﾙ 




( )m ωr は波の方向(direction)ﾍﾞｸﾄﾙとなる．ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾅﾙなf-κ
ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定法では 
 ( ) ( ) /f m Mω ω=r r  (4-4) 
とするものであり，簡単な計算から 
 








i r u c i r u c
jk
j k















resolution method (Capon, 1969)では， 
 1 1( ) ( ) ( ) /[ ( ) ( ) ( )]Tf P m m P mω λ ω ω λ ω− ∗ −=r r r r  (4-6) 
の形式のﾌｨﾙﾀ･ﾍﾞｸﾄﾙを用いる．このCaponのﾌｨﾙﾀ･ﾍﾞｸﾄﾙを
用いると，式(4-2)より，ｽﾍﾟｸﾄﾙは 
 1( ) 1/[ ( ) ( ) ( )]TzP m P mλ ω λ ω∗ −= r r  (4-7) 
近地地震の記録－木下 
－ 113 － 
となる．何故，この様なCaponのﾌｨﾙﾀが得られるかは，少
し興味がある話であり，その導出過程を示しておこう．
Caponのﾌｨﾙﾀは  2 つの拘束条件から導出される．まず，
(1)周波数ω に対応する方向から到来する平面波のﾌｨﾙﾀ出




満たされているのが判ろう．即ち，ﾌｨﾙﾀの単位入力 ( )m ωr












 *[ ( ) ( ) 1]*T TLL f ( )P( )f( ) m fω λ ω λ ω ω= + −





 / 2 ( ) ( ) ( ) 0LL f P f mλ ω λ ω∂ ∂ = + =
r r r  
となるから， 
 11( ) ( ) ( )
2 L
f P mω λ λ ω−= −r r  
となり， * ( ) ( ) 1Tm fω ω =rr より， 
 12 /[ ( ) ( ) ( )]TL m P mλ ω λ ω∗ −= − r r  
となる．従って， Lλ を直前にある ( )f ωr の表式に代入する
と(4-6)式が得られる． 
 さて，この様にして得られたｽﾍﾟｸﾄﾙ ( )zP λ の物理的意味
を考える為，相互ｽﾍﾟｸﾄﾙ密度行列 ( )P λ まで話を戻そう．
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾅﾙな方法でも，Caponの方法でも，条件(1)におけ
る方向ﾍﾞｸﾄﾙ ( )m ωr の構築は， ( )x nr が一つの信号波だけで
なくﾉｲｽﾞを含んでいて差し支えない．むしろ，ﾉｲｽﾞを含
む方が自然であろう．そこで， ( )P λ に含まれるｺﾋｰﾚﾝﾄな
信号成分は，方向ﾍﾞｸﾄﾙを用いて， 
 2 ( ) ( ) ( )s m mσ ω ω ω∗r r  
な る ｽ ﾍ ﾟ ｸ ﾄ ﾙ 密 度 行 列 を 持 つ ( ｽ ﾍ ﾟ ｸ ﾄ ﾙ は
[ ( ) ( )]s sE m mσ ω σ ω∗⋅r r となる)とする．また， ( )P λ がｺﾋｰ
ﾚﾝﾄな波とｲﾝｺﾋｰﾚﾝﾄなﾉｲｽﾞから構成されているとすると，
ﾉｲｽﾞの ( )P λ への寄与は 2 ( )n Nσ ω と書ける．結局， ( )P λ
は次式となる． 
 2 2( ) ( ) ( ) ( )s nP m m Nλ σ ω ω σ λ∗= +r r  









P f ( )P( )f( )
f m f N f
λ ω λ ω




r r rr  
右辺の第一項は，
2
( ) ( ) 1Tf mω ω∗ =r r であるから，ｺﾋｰﾚﾝﾄ 
な波のｽﾍﾟｸﾄﾙを表している．従って，Caponの方法にしろ，
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾅﾙな方法にしろ， ( )zP λ には，本来の信号であるｺ
ﾋｰﾚﾝﾄな波のｽﾍﾟｸﾄﾙ 2sσ に加えて，ﾉｲｽﾞが，右辺第二項の
形で混入し，ｽﾍﾟｸﾄﾙ 2sσ の推定誤差を形作る．また，ﾌｨﾙﾀ
出力の /S N は， 
 2 2 1( )[ ( ) ( ) ( )]Ts n f N fσ σ ω λ ω∗ −
r r
 
となるから， ( ) ( ) ( )Tf N fω λ ω∗r r を小さく出来るﾌｨﾙﾀほど











元のARﾓﾃﾞﾙに当てはめて ( )P λ の推定を行い，これを利
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図4.7 (a) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(1/9) 




図4.7 (b) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(2/9) 





























図4.7 (c) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(3/9) 




図4.7 (d) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(4/9) 
Fig.4.7 (d) Procedure for estimating frequency-wavenumber spectrum (4/9). 
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図4.7 (e) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(5/9) 























































図4.7 (f) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(6/9) 
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図4.7 (h) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(8/9) 




図4.7 (i) SMDA2における周波数-波数ｽﾍﾟｸﾄﾙの推定手順(9/9) 
Fig.4.7 (i) Procedure for estimating frequency-wavenumber spectrum (9/9). 
近地地震の記録－木下 














































































Fig.4.8 (a) Wavenumber spectrum with a period of 7.5s estimated by using a data between 75s and 115s on the transverse 
components of velocity seismograms shown in Fig.4.4 (b). 
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Fig.4.8 (b) Wavenumber spectrum with a period of 7.5s estimated by using a data between 105s and 145s on the 







Fig.4.8 (c) Wavenumber spectrum with a period of 7.5s estimated by using a data between 135s and 175s on the 







Fig.4.8 (d) Wavenumber spectrum with a period of 7.5s estimated by using a data between 175s and 215s on the 
transverse components of velocity seismograms shown in Fig.4.4 (b). 
近地地震の記録－木下 
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図5.1 (a) 1984年2月14日に発生した山梨県東部の地震の震央と府中群列観測点の位置図 
Fig.5.1 (a) Epicenter of the eastern Yamanashi Prefecture earthquake of 14 February 1984 and the location of the Fuchu array. 
 
近地地震の記録－木下 




図5.1 (b) 山梨県東部の地震(1984年2月14日)における府中群列観測網の速度波(NS成分) 
Fig.5.1 (b) NS components of velocity seismograms recorded at the Fuchu array for the eastern Yamanashi 
Prefecture earthquake of 14 February 1984. 
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図5.2 (a) 山梨県東部の地震(1984年2月14日)におけるKFC観測点のNS成分速度波(下)と計算波(上) 
Fig.5.2 (a) (Top) Simulated wave train of total reflection.  (Bottom) NS-component of velocity seismogram 
















図5.2 (c) 府中群列観測から推定された全反射波列の遅れ時間と累積位相歪 
Fig.5.2 (c) Results on the relation between the delay time and cumulative phase distortion of total reflection 
waves estimated from the Fuchu array recordings obtained for the eastern Yamanashi Prefecture 










のである．図中の 1 2, ,...S S が全反射波列であり，これら
は直達S波である 0S から生成される(この資料では， 1S 波
を SbS の記号で示している)．全反射波列に対する実際の
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ここで， { ( )}i kH f t δ− は， ( )i kf t δ− のHilbert変換波であ


























基盤傾斜角が東へ  5 °，基盤層内への入射角が14°とな
る(木下，1988)． 
・
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図5.3 (a) 1996年12月21に発生した茨城県南西部の地震の震央と府中群列観測点の位置図 
Fig.5.3 (a) Epicenter of the southeastern Ibaraki Prefecture earthquake of 21 December 1996 and the location 
of the FCH array. 
 
近地地震の記録－木下 
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図5.4 (a) 1989年2月19日に発生した茨城県南西部の地震の震央と府中群列観測点の位置図 
Fig.5.4 (a) Epicenter of the southeastern Ibaraki Prefecture earthquake of 19 February 1989 and the location of 
the Fuchu array. 
 
近地地震の記録－木下 
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図5.5 (a) 1983年2月27日に発生した茨城県南部の地震の震央と府中群列観測点の位置図 
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 足尾群列観測で得られたSxS位相の例をもう一つ示す．























2001年  2 月25日に発生した JMAM 4.3の地震であり，震源
深さ28kmである．この海底地震観測では， 2 種類の地震
計が用いられているが，強震観測用としては，速度検出































図5.7 (a) 1998年6月2日に発生した足尾付近の地震の震央と足尾群列観測点の位置図 
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Fig.5.8 (a) Epicenter of the off Miura Peninsula earthquake of 25 February 2001 and the locations of 
ocean bottom seismographs. 
 
近地地震の記録－木下 
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図6.1 (a) 1989年10月14日に発生した三浦半島沖の地震の震央とFCH観測点の位置図  
Fig.6.1 (a) Epicenter of the off Miura Peninsula earthquake of 14 October 1989 and the location of FCH site. 
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図6.2 (a) 1988年3月18日に東京都東部で発生した地震の震央と府中群列観測点の位置図 
Fig.6.2 (a) Epicenter of the eastern Tokyo earthquake of 18 March 1988 and the location of the Fuchu array. 
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て 2 つの例を示そう． 
 表層砂地盤の液状化に伴って観測される地震記録には，
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表A.1 観測点情報 
Table A.1 Site information. 
 
No. Site code Station Name Lat.°N Log.°E Depth(m) 
1 AKW Aikawa New 35.5216 139.2951 30
2 AS1 Ashio #1, Utsunokomori 36.6321 139.4646 0
3 AS2 Ashio #2, Karaburo 36.6149 139.4033 15
4 AS3 Ashio #3, Mochigase 36.6247 139.375 50
5 AS4 Ashio #4, Nankyo 36.6597 139.4481 40
6 AS5 Ashio #5, Mikouchi 36.6655 139.4779 36
7 CHF Chyofu 35.6758 139.5508 0
8 CHK Chikura 34.9674 139.9491 0
9 CYS Chyosi 35.7022 140.855 0
10 ECH Ettyujima 35.6653 139.7925 0
11 FCH Fuchu 35.6507 139.4736 2,850
12 HCH Hachieda 35.6519 139.8147 0
13 HDN Hadano 35.4304 139.1937 50
14 HFC Higashi-fucyu 35.6692 139.5036 0
15 HNO Hanno 35.8425 139.2997 7
16 IKK Ichikawa-kita 35.7628 139.9697 0
17 IKM Ichikawa-minami 35.6915 139.9208 0
18 ING Inagi 35.6367 139.5025 0
19 IWM Iwai-minami 35.0803 139.8647 50
20 IWT Iwatsuki 35.9258 139.7381 3,510
21 JIZ Nakaizu 34.9129 138.9968 0
22 KFC Kita-fucyu 35.6794 139.4694 0
23 KMD Kameido 35.6858 139.8386 0
24 KOT Yumenoshima 35.6456 139.8356 0
25 KSR Kisarazu 35.3733 139.9183 0
26 KWN Kawana, Ito 34.949 139.1415 10
27 MKB Makabe 36.2358 140.0819 0
28 MZE Mizue 35.6894 139.8944 0
29 NIZ Nishiizu 34.787 138.804 0
30 OKA Oka, Ito 34.9583 139.0978 0
31 OKD Okudo 35.7369 139.8656 0
32 OKN Okuno, Ito 34.95 139.0652 0
33 RGK Ryougoku 35.6944 139.7994 0
34 SHM Shimohsa 35.7934 140.0238 2,300
35 SHN Shinonome 35.6453 139.8022 0
36 SHO Shiohama 35.6625 139.8119 0
37 SHR Higashi-hirahige 35.7281 139.8153 0
38 SHS Shin-sunamachi 35.6594 139.8375 0
39 SNZ Shinozaki 35.7106 139.9003 0
40 SRA Sarue 35.6844 139.8225 0
41 TKN Tsukubane 36.21 140.0922 100
42 TMA Tama 35.64 139.4472 0
43 TNG Tokunaga 34.9198 139.0473 0
44 TTM Tatsumi 35.6442 139.8125 0
45 TYS Toyosu 35.8172 139.798 0
46 UHR Uenohara 35.6344 139.1162 23
47 UKT Ukita 35.6672 139.8667 0
48 URY Urayasu 35.65 139.9053 0
49 YHR Yahiro 35.7222 139.8281 0
50 YMK Yamakita 35.487 139.0628 0
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(2) Ashio array (足尾群列観測) 
 関東地域北部の足尾山地にある足尾町には，図A.1に示







































の観測点では，平成 4 年 3 月から観測が開始され，V401
型加速度計の 3 成分型地震計が50mの孔底に，VSE-355J型
























2 ～ 3 km/s及び 1 ～1.5km/sとなっている．この観測点の観




(3) CHS (銚子地殻活動観測施設:千葉県銚子市天王台) 
 関東平野の東端に位置するこの観測点は，先第三系基
盤上に建設されており，加速度型強震計SAMTAC-17が地
表に設置されている．この強震計は，  3 成分型加速度計
SA355を採用している．観測開始は，昭和59年 3 月である． 














36 36' 36 36'










Fig.A.1 Layout of the Ashio array. 
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表A.2 IWT, FCH及びSHMサイトにおける地下構造 




















分型速度計VS-355が1982年  3 月以降地表に設置されたが，




(5) GNB (東北大学玄武洞観測点:岩手県岩手郡雫石町) 
 この観測点のみは，東北地方にある．GNB観測点は，
1998年の  3 月中旬から活発化した岩手山を取り囲む様に
展開した臨時強震観測網を構成する一観測点である．こ
の臨時観測網では，ｷﾈﾒﾄﾘｸｽ社製のｱﾙﾀｽK2型強震計が施設










































速度計の  3 成分型地震計が設置された．観測開始は，昭
和54年  8 月である．その後，村松型速度計は，1996年に
最大測定速度100cm/sのVSE-11/12型速度計に交換されてい
る． 
(10) KSR (木更津観測点:千葉県木更津市潮見1-1) 
 この観測点は，東京湾域の埋め立て地に建設された．








群発地震の震源特性を調査する目的で昭和64年  3 月から
観測を開始した．観測は，施設内に建設された10mの観測
井孔底にV401型加速度計の 3 成分型地震計を設置して始
























 この観測施設では，観測開始から平成  7 年10月まで，
露出花崗岩上にVS-355型速度計を設置して観測を行って
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では，23m井の孔底にV401加速度計の  3 成分型地震計，
地表にはVS-355型速度計がそれぞれ設置されている．観

















ｽは，ﾌﾚｰﾑの空間に対する変位 ( )y t に対応して，ﾌﾚｰﾑに対
する相対変位 ( )x t を生じる．この時，ﾏｽの運動方程式は，
ﾏｽの質量をm [kg]，ﾊﾞﾈ定数(或いは，stiffness)を c [kg/s*s]
とすると，次式となる． 
 2 2 2 2( / ) ( / ) ( / )m d x dt k dx dt cx m d y dt= − − −  
ここで， cx− はﾊﾞﾈの復元力， ( / )k dx dt− はﾏｽに対する空
気抵抗とする．この式は，Laplace変数 s を用いて次式の
ように複素領域で表現される． 
 2 2 20 0 0( 2 ) ( ) ( )s h s X s s Y sω ω+ + = −  (B-1) 
ここで， 1/ 20 ( / )c mω = は振り子の固有円振動数[rad]，
0 0/(2 )h k mω= は減衰定数である．(B-1)式から，系の応
答が 2 20 0 01/( 2 )s h sω ω+ + に支配されることが判ろう． 
 さて，この分母に  3 つの項があることに注目しよう．
負帰還型地震計とは，ﾏｽの相対変位 ( )X s を加工して，こ






B.2(a) の 様 に 表 示 し よ う ． 系 の 応 答 は =)(sS  
)2/(1 2000
2 ωω ++ shs である．この系に新たな回路 0 ( )S s









0 0 0 0 0 1
( ) /[ ( )]
( ) ( ) /[1 ( ) ( ) ( )]
( ) /[( 2 ) ( ) ( )]
V s s Y s
S s S s S s S s S s
S s s h s S s S sω ω
−
= +
= + + +
 (B-2) 
となる．式 (B-2) の分母に注目すれば，帰還量が




は，以下の  2 点であろう．一つは，地震計の周波数特性
の広帯域化(但し，これには利得特性の低下を伴うのが一
般的であり，利得と帯域幅の積は普通一定である)である．
これは，一例として，式(B-2)で 0 ( )S s Ds= (これは，後
述する様に，振り子の運動の速度検出を意味する)，及び，





0 0 0 0
( ) /[ ( )]
/[ {2 /( )} ]f
V s s Y s
Ds s h DA G mR sω ω
−
= + + +
 






1( )S s に含まれる 0A をより大きくして，上式の分母が
0 /( )fDA Gs mR で近似できるようにすると，加速度計と
しての利用帯域内での特性は，上式により，近似的に，
0 1/ 1/ ( )fmR A G S s= となる．即ち，加速度特性に， 
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図B.2 地震計の入出力関係; (上)ﾏｽ-ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ系の複素s関数表示, (下)負帰還型地震計の複素s関数表示 
Fig.B.2 Schematic input-output relation of a negative feedback seismometer.  (Top) Complex s -plain representation of 





Fig.B.3 Basic elements consisting a negative feedback seismometer. 
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1( )S s を十分大きくすることにより，次式の近似式で実現
される事で理解されよう． 
 2 1( ) /[ ( )] 1/ ( )V s s Y s S s− ≈  (B-3) 
この近似式は，負帰還型地震計の本質を示すものである．
優れた負帰還型地震計ほど，その特性が式(B-3)に近づく












0 ( )S s は変換器 ( )D s とその増幅器 ( )A s で構成される．
1( )S s は帰還回路であるが，ここでは簡単に，補償回路





る．前者は ( )D s D= ，後者は ( )D s Ds= の形で，ﾏｽの相
対変位 ( )X s [m]を増幅器 ( )A s への入力電圧 ( )gV s [V]に変
換するものである．また，駆動器は，補償回路 ( )H s の出
力電圧 ( )fV s [V]を帰還抵抗 fR [Ω ]を通して帰還電流
( )fI s [A]に変換し，これに比例する電磁力をﾏｽに与える
磁石-ｺｲﾙ型が殆どである．この変換定数(motor generator 
constant)をG [N/A]とすると，ﾏｽを静止位置に保つための
力 は ( ) ( ) /( )f fGH s V s mR [N] と な る ． こ の 場 合 ，
( ) /r fD s G R= となる． 
B.1.4 負帰還量による地震計の分類 




還はﾏｽ-ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ系の 2 20 0 0( 2 )s h sω ω+ + の第  1 項(加速度
項)，第 2 項(速度項)及び第 3 項(変位項)を，各々，見か
け上増加させることとなる．しかしながら，相対変位の





2 1,s s 及び 0s 型とする事により，各々，加速度，速度及び
変位帰還が可能となる．また，速度変換器を用いた場合，


















Table B.1 Five fundamental negative feedback seismometers.  
A, V and D represent acceleration, velocity and 




   feedback 
 Velocity- 
  feedback 
  Displacement- 
    feedback 
Displacement A,V, and D A and V A 










































そこで， 0.03m = [kg]， 0 1.5f = [Hz]， 0 0h = ， 50D =  
[V/mm]， 20G = [N/A]， 667fR = [Ω]とする．また， 
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図B.4 加速度計の基本形; (a)変位検出加速度帰還型, (b)速度検出加速度帰還型, (c)変位検出速度帰還型, (d)速度検出速度帰還型, 
(e)変位検出変位帰還型 
Fig.B.4 Five fundamental accelerometers: (a) Acceleration feedback seismometer with a displacement transducer.  (b) Acceleration feedback 
seismometer with a velocity transducer. (c) Velocity feedback seismometer with a displacement transducer. (d) Velocity feedback 
seismometer with a velocity transducer. (e) Displacement feedback seismometer with a displacement transducer. 
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1A s 及び 2A s として，帰還回路を微分要素に定数項を加
えた図B5(a)から構成すると， 1 2A s A s= となる．ここで，
1 10C = [ µ F]， 1 5R = [MΩ]， 2 100R = [kΩ]とする．こ




















従って， 1 /( )fDAG mR を十分大きくすれば， /fmR G を
出力感度とする加速度計となる．また，開回路の途中か
ら速度出力が得られる．この型の加速度地震計からは零


















こ こ で ， 0.043m = [kg] ， 0 1.43f = [Hz] ， 0 0h = ，
1,250Ds = [V/(cm/s)]， 28.6G = ［N/A］， 667fR = [Ω]
とする．また， 1A s として，帰還回路を微分要素に定数項
を加えた図B.5(b)から構成する．回路中の要素は，
1 10C = [ µ F]， 1 150R = [kΩ]， 2 100R = [kΩ]とする．こ
の時，速度出力の応答特性は図B.7となる．出力感度は
















































ここで， 0.03m = [kg]， 0 1.5f = [Hz]， 0 0h = ， 50D =  
[V/mm]， 20G = [N/A]， 667fR = [Ω ]とする．また，
1A s として，帰還回路を微分要素に定数項を加えた図
B.5(b)から構成する．回路中の要素は， 1 10C = [ µ F]，
1 5R = [MΩ]， 2 10R = [kΩ]とする．この時，速度出力の


















素 , (中)変位検出速度帰還型地震計の帰還要素 , 
(下)STS-2型速度計の帰還要素 
Fig.5 (Top) Feedback element used in acceleration feedback 
seismometers with a displacement transducer.  (Middle) 
Feedback element used in velocity feedback seimometers 
with a displacement transducer. (Bottom) Feedback 
element used in the STS-2 seismometer. 
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Fig.B.7 Frequency response characteristics of an acceleration feedback velocity seismometer with a velocity transducer. 
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たものである．この時，図B.4(c)の速度出力を )(sVV とす
ると， ( ) /[ ( )]VV s sY s− は， 0 ( )S s α= 及び += CssS [)(1 σ  
MsRR /)]/(1/1 21 τ+ と近似して，負帰還型地震計の基本
式(B-2)にこれらを代入することから得られる．但し，便
宜上，図B.4(c)の記号を ,D=α  ,/ fRG=σ mM = 及び


































( ) /[ ( )]
( / ) /[ / { /( ) 1/( )}]
VV s sY s
Ms C Ms C s s CR CRσ ασ τ
−
= + + +
 
この式は，低周波数領域において-12dB/octaveの利得逓減




















の 1A s は図B.5(c)の回路をSTS-2型は採用しているため，
次式となる． 
1 1 2 1 2[ 1/ 1/( )] /[ (1/ 1/ 1/ )]fA s Cs R R s Cs R R Rτ= + + + + +  
この式と式(B-9)を用いて，STS-2型速度計の特性が求ま
るが， 0f ， 0h 及び fR は不明である．負帰還型地震計と
して， 0f と 0h は無視して差し障り無いが， 500fR =  
[Ω]を仮定しよう．その他のﾊﾟﾗﾒｰﾀは， 0.3M = [kg]，
570D = [V/mm] ， 50G = [N/A] ， 7.8C = [ µ F] ，
1 1.7R = [MΩ]，及び， 2 600R = [kΩ]が与えられている．
また，この地震計の出力は低域通過ﾌｨﾙﾀを通して出力さ
れるが，ここでは単に  2 倍の差動増幅のみを仮定する．
これらの数値を用いて計算されるSTS-2型速度計の特性
は，図1.6となる．図では， 1 [V/(m/s)]を 0 dBとしている
































式(B-10)において， 0.043m = [kg]， 0 1.43f = [Hz]，
0 0h = ， 2.5Ds = [V/(cm/s)] ， 0 500A = ， 28.6G =  
[N/A]， 667fR = [Ω]とする．この時，加速度出力の応答
特性は図1.7となる．出力感度は / 1fmR G =  [V/(m/s*s)] 













有 し ， その 出 力感 度 は， 図 中 の記 号 を用 い ると
/o f fmR G CR となる．但し，振り子の固有振動数を
1.43Hz， 1A =54dB， 2A >90dBとし， SG =2.5V/cm/sとする．
数値例として， m =43g， oR =333Ω， fG =2.86 × 610  
dyne/A， C = 1 µ F，及び， fR = 1 MΩを用いれば，  1 
V/20cm/sが平坦出力感度となる．これは，府中群列観測に
おける地表設置の速度計の特性であり，初期の江東群列






























式(B-11)において， 0.03m = [kg]， 0 1.5f = [Hz]， 0 0h = ，
5D = [V/mm]， 0 500A = ， 20G = [N/A]， 667fR = [Ω]
とする．この時，加速度出力の応答特性は図1.4となる．





























 負帰還型速度計の伝達関数， )(sH は，かなり一般的な
形として， 
 ),()()()( sHsHsHsH LHV ⋅⋅=  (C-1) 
なる形を持つ．ここで， )(sHV は速度計本来の伝達関数
であり，固有振動数 nω ，減衰定数 nh ，及び，増幅度 A
を用いて次式で与えられる． 
 )2/()( 22 nnnV shsAssH ωω ++=  (C-2) 




ち， )(sHV の 2 つの極は，負の実軸上で限りなく零に近
いもの 1nω と，大きくなるもの 2nω とに配置されている．
元来，負帰還系では，制御極 nω の補償用として )(sH L の
形のﾌｨﾙﾀを用いるが，負帰還型速度計のような超過減衰
系では， 1nω と 2nω を逆に抑制する．つまり，減衰を加速
する形で )(sHV の系を制御するように )(sH H と )(sH L の
両方の形のﾌｨﾙﾀが用いられる． )(sH H としては， 




222 ωωω ++= shsshsH H  (C-3b) 




簡単のため， 1)( =sH L とする． 
 負帰還型速度計の一例として，㈱東京測振製のVSE-11
を示しておく．VSE-11における )(sHV は， 0374.01 =nω  
(0.006Hz) ， 000,52 ≈nω ， 183≈nh 及 び 3105×=A  
(V/m)の設計値を有している．但し，最終出力は10cm/s/V
とする ． )(sH H として は， 05.01 =ω  (0.008Hz) の
)(1 sH H 型ﾌｨﾙﾀが用いられている．この 11 ωω <n なる条件
は，低周波数域における )(sHV の減衰特性をさらに減衰
させるが，これは )(sHV の安定問題とは無関係であり，
単に， )(sHV と )(1 sH H のｶｽｹｰﾄﾞ接続による )(sH の調整
の容易さであろう．従来のVS-355型速度計においては，
)(sH H として )(2 sH H が用いられていた．なお，




 地震時に時間関数 t の関数として傾斜角 )(tθ を伴う地盤
傾動があったとしよう．この時，負帰還型速度計の水平
方向振り子には，単位質量あたり， )(sin)( tgtag θ⋅= な
る加速度が作用する．上下方向振り子に作用する力は，





 さて，負帰還型速度計の出力 )(tv が，近似的に，本来
の地動入力 )(tvi による応答 )(tvo と， )(tag による応答
)(tv∆ の 和 で 表 現 さ れ る と す る ． 即 ち ，
)(),(),(),( tatvtvtv goi 及び )(tv∆ のﾗﾌﾟﾗｽ表示を，各々，
)(),(),(),( sAsVsVsV goi 及び )(sV∆ とすれば， 
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 )()()( 2 ssAsHssV g⋅=∆ −  (C-5) 
の様に変形して， )(2 sHs − の加加速度入力 )(ssAg (時間領 
域では dt
tdag )( )の応答を考察することとなる．これは 
)(2 sHs − のｲﾝﾃﾞｲｼｬﾙ応答が扱えることやその逆関数が複
素s平面上の原点に極を持たないことなどの利点を有して
いる．図C.1は，VSE-11型速度計の 1 ( )s H s− である．そこ
で，地盤傾動のﾓﾃﾞﾙとして， 
 0/)( =dttdag ; tttt << 21 ,  
      /G t= − ∆ ; 21 ttt ≤≤  
なる微分形を有する負のﾊﾟﾙｽ波形を考えよう．ここで，
2 1t t t∆ = − とする．このﾓﾃﾞﾙでは，ﾊﾟﾙｽの積分値の絶対値
は常に G となるため，ﾊﾟﾙｽ幅 t∆ を変化させても，
Gtag −=)( )( 2tt > となる．即ち，この地盤傾動ﾓﾃﾞﾙは，
1tt = で傾動が始まり， t∆ 後に Gtg −=⋅ )(sin 2θ となる
まで直線的に変化するという直感的なものである． 
 上記の地盤傾動ﾓﾃﾞﾙ， dt
tdag )( ，に対する過渡応答， 
)(sV∆ ，を )(2 sHs − の応答として評価してみる．例とし
て，VSE-11を考え， 101 =t s， t∆ =10s， G =0.171gal  
(0.01ﾟ)の dt
tdag )( に対して得られる )(tv∆ を図C.2に示す． 










図C.2 VSE-11型広帯域速度計の傾斜応答; (上)傾斜応答, (中)傾斜入力の加速度, (下)傾斜入力の加加速度 
Fig.C.2 Tilt response of the VSE-11 seismometer.  (Top) Tilt response.  (Middle) Input acceleration.  (Bottom) 
Differential waveform of input acceleration. 
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とその後の時間に応答時間を分けて考察すべきである．
しかしながら，負帰還型速度計の様な超過減衰系では，
図中の応答時間 rT と最大応答値 maxV∆ で )(tv∆ がほぼ決定
されてしまう．このことは，過渡応答を示す速度記録か
ら rT と maxV∆ を読みとることができれば， t∆ とG が求ま
ることを意味している．VSE-11の場合， rT と maxV∆ は，  
上記の dt
tdag )( ﾓﾃﾞﾙに対して， 
 0.5r roT T t≈ + ∆  (C-6a) 
及び， 
 max 84V G∆ ≈  (C-6b) 
が与えられる．ここで， roT はｲﾝﾃﾞｲｼｬﾙ応答における応答
時間であり， roT =23.06sである．また，最終傾斜角は





されよう．このﾀﾞｲｱﾛｸでは，入力加速度を規定する 1t ， 2t
及びG を入力する[加速度]ﾌﾚｰﾑと，伝達関数 )(sHV の諸
ﾊﾟﾗﾒｰﾀを入力する[伝達関数 )(sHV ]のﾌﾚｰﾑがある．また，





 速度記録 )(tv から )(tag を逆推定する方法を考える．基
本的には， )(tv から )(tv∆ を抽出し，これを )(1 ssH − なる
ﾌｨﾙﾀを通過させることにより )(tag が得られる．具体的に
は，次のｽﾃｯﾌﾟを用いることになる． 
(1) 比較的狭帯域の帯域通過ﾌｨﾙﾀを用いて， )(tv∆ を抽出
する．VSE-11の場合，この帯域通過ﾌｨﾙﾀの中心周波
数は0.0068Hzとなる． 













Fig.C.4 Procedure for calculating the tilt response of the VSE-11 seismometer (2/2). 
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 この操作は，正直に行うと概ね )(tag が発散してしまう．
これは， )(1 ssH − が )(sH H の存在により，その分母に s
を持つことになり，完全積分を実行すると言う困難に直
面する為である．従って， )(tv∆ から )(tag を求めるため
には，まず， )(1 ssH − ではなく )(12 sHs − を用いて， 
dt
tdag )( を求め，次に，これを不完全積分して )(tag を 










る．図中の中段と上段に示した波形が， )(tv∆ と )(tag で
ある．下段の原波形の最大値が55.11cm/sであるのに対し，

































 標本値 ( )x j T∆ と ( )x k T∆ の間の自己相関係数 j kv − は，
両者の間の関連の度合いを測る尺度と考えられるが，
( )x j T∆ や ( )x k T∆ が他の標本値とも関連している場合に
は，事情はそう簡単ではない． j kv − が表す内容には， 
( )x j T∆ と ( )x k T∆ の直接的な相関の他に，他の標本値を
媒介とした間接的なものも混入している．偏自己相関係
数というのは，他の標本値の影響を除いて， ( )x j T∆ と
( )x k T∆ の間のみの純粋な関係をみようという概念である．
以下の展開では，簡単のため，標本化時間 T∆ を省略する． 
 標本値列 ),1-(),2,-(),...,1-(),-(),1--( txtxntxntxntx +  
)(tx を考えよう．今， ( - -1)x t n と ( )x t の相関を考えるた
め， ( - ), ( - 1),..., ( - 2,), ( -1)x t n x t n x t x t+ から線形の影響














































この時， 2ˆ[{ ( ) - ( )} ]E x t x t と 2ˆ[{ ( - -1) - ( - -1)} ]E x t n x t n と
を最小とするように ( ) ( ) 1{ , }
n n n
k k ka b = を求めた後， ˆ( ) - ( )x t x t
と ˆ( - -1) - ( - -1)x t n x t n の相関を求めれば，これが純粋に
( - -1)x t n と ( )x t だけの相関，即ち，偏自己相関係数とな
り，以下の式で定義される． 
 
1 2 2 1/ 2
ˆ ˆ[{ ( ) - ( )}{ ( - -1) - ( - -1)}]
ˆ ˆ[ { ( ) - ( )} { ( - -1) - ( - -1)} ]n
E x t x t x t n x t n
E x t x t E x t n x t n
κ + = ⋅  
 (D-3) 
 上記定義に従い偏自己相関係数を求めるためには，最
初に， ( - -1)x t n と ( )x t の最小自乗推定 ˆ( - -1)x t n 及び




















































を解かねばならない．但し， ( )0 1
na = とし， =− jkv  
)]()([ jtxktxE −− とする．(D-4a)式は，行列表示すると 
 
( )
1 0 1 0
( )












v v v a
v v v a













の原記録, (中)傾斜応答分の推定値, (上)傾斜加速度入力の推定値 
Fig.C.5 NS-component of velocity seismogram obtained at the Kobe site for the earthquake of 17 January 
1995: (top) estimated input acceleration, (middle) estimated tilt response and (bottom) NS-component 





の原記録, (中)傾斜応答を除去した速度波, (上)傾斜応答を除去した速度波から求めたNS成分の変位波  
Fig.C.6 Displacement seismograms estimated from the original velocity seismogram obtained at the Kobe site for the 
earthquake of 17 January 1995: (top) compensated displacement seismogram, (middle) compensated velocity 
seismogram and (bottom) original velocity seismogram. 
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図C.7 神戸地震(1995年1月17日)において神戸大学で記録された広帯域速度計の記録; (下)EW成分の原記録, 
(中)傾斜応答分の推定値, (上)傾斜加速度入力の推定値 
Fig.C.7 EW-component of velocity seismogram obtained at the Kobe site for the earthquake of 17 January 1995: (top) 







の原記録, (中)傾斜応答を除去した速度波, (上)傾斜応答を除去した速度波から求めたEW成分の変位波 
Fig.C.8 Displacement seismograms estimated from the original velocity seismogram obtained at the Kobe site for the 
earthquake of 17 January 1995: (top) compensated displacement seismogram, (middle) compensated velocity 
seismogram and (bottom) original velocity seismogram.  
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( )
0 1 1 11
( )









v v v va
v v v va




⋅         ⋅     = −    ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅⋅    ⋅        
 (D-5) 
となる．この式(D-5)は，Yule-Walkerの式と言われるもの
である．この式の解は，左辺の ( )n n× 行列が正則行列の
時，Cramerの公式により次式で与えられる． 







































































− ∆∑ で第j列が(D-5)式の右辺となる．式 


























































































































2 ( ) 2
1





E x t n x t n E b x t k
+
=
− − − − − = −∑  
を最小とする ( ) ( ) , 1, 2,...,n nk kb k nβ= = を求める事となる．
但し， ( )1 1
n



















0 1 1 1
( )
1 0 2 12
( )







v v v vb
v v v vb




⋅         ⋅     = −    ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅⋅    ⋅          
 (D-9) 
であるから，(D-6)式と同様に 
 ( ) ( )
1
1
1 ( ) , 1,2,...,
n
n n
j n k kj j
kk j




= − ∆ ≡ =∑  (D-10) 
が求まる．式(D-6)と(D-10)を比較すれば， 
 ( ) ( )1 , 1, 2,...,
n n
j n j j nβ α + −= =  (D-11) 
な る 関 係 が 成 立 す る 事 が 判 ろ う ． ま た ， 


















ˆmin [{ ( 1) ( 1)} ]






















E x t n x t n

































上式の展開では， ( )1 1
n
nβ + = ，(D-8)式，及び，(D-11)式を
用いている．偏自己相関係数を求める為には，その定義
に基づき 
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=  (D-14) 
さて，次の段階へ進む準備をしよう．(D-13a)式を行列表

















− − − −





0 1 2 1
( )
1 0 1 2 1 1
( )
2 1 0 3 2 2
( )
1 2 1 0 1
( )











n n n n
n
n n n n n
v v v v v U
v v v v v
v v v v v
v v v v v










⋅          ⋅          ⋅ =     ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅          ⋅     ⋅          
 
これは， ( 2, 1)( 1,1) ( 2,1)n n n n+ + + = + の行列式であり，
さ ら に ， 形を 整 え るため に ， 上 式の 左 辺 にあ る
( 2, 1)n n+ + 行列の最終列に一列を追加して ( 2, 2)n n+ +
の正方行列 1n+V を新たに定義する．この時，新たな行列
























0 1 2 1
( )
1 0 1 1 1
( )
2 1 0 2 1 2
( )
1 2 0 1












n n n n
n n n n
v v v v v U
v v v v v
v v v v v
v v v v v















1 　　　・　 ααα  



































+ − + −
=
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+ − + − −
=
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( 1, 2,..., )j n= となるから，(D-15a)式は以下の関係式とな
る． 
 
0 1 2 1
( )
1 0 1 1
( )
2 1 0 2 1 1
( )
1 2 0 1 1













n n n n
v v v v v W
v v v v v
v v v v v
v v v v v




















)( 　　　・　 ααα −  
 Tnn UW ]000[ 　･　　　　　　　=  (D-16b)  
となる．そこで，(D-16b)式に適当な定数 1nκ + を乗じて，
(D-15b)式から引けば， 

















































κ + =  (D-18) 
とすれば，式(D-17)の右辺は 
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 1[ 0 0 0 0]
T
n n nU Wκ += − ⋅  (D-17b) 
となる．この時， ( )1 0
n
nα + = (一般に， ( )1 0n kn kα ++ + = )とすれば， 
 
( ) ( )
0 1 1
( ) ( )












 ( 1) ( ) ( )1 ( 1)
n n n










k k j k j k n n k
k k
v vα α κ α+ ++ − − + + −
= =
= − =∑ ∑  (D-20) 
が 1,2,..., 1j n= + (特に， 1j n= + は，式(D-17b)，即ち，
式(D-18)としたため)に対して成立する．これは，式(D-
4a)において， n を 1n + としたとき，式(D-19)がその解と
なっている事を示している．この(D-19)式は，Durbin-
Levinsonの漸化式，或いは，ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑと呼ばれるものであ
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( ) ( )
1 ( 1) 1 1 0
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k
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α α κ α
κ α
































 2 2 21 1 0 1 1(1 ) (1 ) (1 )n n n nU U Uκ κ κ+ + += − = − ⋅⋅ ⋅ −  (D-22) 
となる． 
 




( ) ( )
1 0 1 1 1










n n n n




































































= =V V V
V
 (D-23) 
となる．しかるに， 20 0 0[{ ( )} ]v E x t U= = =V であるか
ら， 1 0n− ≥V の時，式(D-23)より， 0 0n nU ≥ ⇔ ≥V で
ある．他方，式(D-22)より，行列 1n+V が正定値であるた
めには， 
 1, ( 1,2,..., 1)k k nκ ≤ = +  (D-24) 
が必要である(これは，必要十分条件である． nV が正定
値であるためには， 0k ≥V ( 1,2,..., )k n= でなければな
らない)． 
 次に，{ }nκ を導出するのは，どのようなﾌｨﾙﾀかを示そ
































































となる．ここで， ( ) ( 1)Dx t x t≡ − とする．式(D-11)より，
( ) ( )
1 , 1, 2,...,
n n
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1 1 1




n k n k n k
k k n n k
k k k
D D Dα α κ α+ + ++ + + −
= = =






















と書き換えられる．(D-29)式において， 1/D D= とする
と， 
 ( 1)1 1(1/ ) (1/ ) ( )
n
n n n nA D A D D A Dκ − ++ += −  
となり，これに式(D-27)を適用すると， 
 ( 2) ( 1) ( 1)1 1( ) ( ) ( ) .
n n n
n n n nB D D B D D A D Dκ− + − + − ++ += −  
故に， 
 1 1( ) [ ( ) ( )]n n n nB D D B D A Dκ+ += −  (D-30) 
となる．この{ ( )}nA D と{ ( )}nB D に関する漸化式(D-29)
と(D-30)により， ( )nA D と ( )nB D は，図D.1のような格
子型ﾌｨﾙﾀを用いて逐次的に生成されることが判る．但し，
0 ( ) 1A D = 及び 0 ( )B D D= であるから， 0 ( ) ( ) ( )A D x t x t= ，
0 ( ) ( ) ( 1)B D x t x t= − に注意する． 
 さて，偏自己相関係数は，その定義から， 
 
1 2 2 1/ 2
ˆ ˆ[{ ( ) - ( )}{ ( - -1) - ( - -1)}]
ˆ ˆ[ { ( ) - ( )} { ( - -1) - ( - -1)} ]n
E x t x t x t n x t n
E x t x t E x t n x t n
κ + = ⋅  
であるが，(D-7a)式と(D-12)式により，その分母は， 
1/ 2 1[ ] ( )
2n n n n n
U U U U U= = + となるから． 
 
2 2
ˆ ˆ[{ ( ) - ( )}{ ( - -1) - ( - -1)}]
1 ˆ ˆ[ { ( ) - ( )} { ( - -1) - ( - -1)} ]
2
E x t x t x t n x t n







2 [{ ( ) ( )}{ ( ) ( )}]
[{ ( ) ( )} { ( ) ( )} ]
n n
n n
E A D x t B D x t












































ておこう． 2[ ( )] 0, [ ( ) ( )] jkE j E j k εε ε ε σ δ= = なる白色正
規過程{ ( )}tε で駆動されるﾌｨﾙﾀの出力{ ( )}x t が， 
 ( )
1





x t x t k tα ε
=




( ) 1 0, ( )
n
n k i i T
k
k
A z z z e eλ ωα − ∆
=
= + = = =∑  (D-33) 
の根が単位円内にのみ存在するとき，{ ( )}x t は自己回帰過






Fig.D.1 Lattice reperentation of prediction error filter. 
近地地震の記録－木下 











Fig.D.3 Lattice filter for representing the inverse of prediction error filter. 
 
 1 1( ) ( ) , ( ) ( )
2 2
it itx t X e d t e d
π πλ λ




1 1[1 ] ( ) ( )
2 2
n
n ik it it
k
k
e X e d e d
π πλ λ λ
π πα λ λ λ λπ π
−
− −=
+ =∑∫ ∫ E  
となる．(D-33)式を用いれば， 
 ( ) ( ) ( )A Xλ λ λ=E  (D-34) 




( ) ( )
1 1
[ ( ) ( )][ ( ) ( )]
1 1
n n












E E  
 (D-35) 
となる．実際のﾃﾞｰﾀを用いる場合は， 2εσ に T∆ を乗じて，
T∆ の依存性を除けばよい． 
 さて，(D-32)式に戻って，その物理的な意味を考えよ
う．(D-32)式は，{ ( )}tε により駆動されるとして説明し
たが，逆に{ ( )}x t から{ ( )}tε を説明する事も可能である．
即 ち ， (D-32) 式 の 意 味 す る と こ ろ は ，
{ ( 1), ( 2),..., ( )}x t x t x t n− − − の持つ情報で， ( )x t を説明
(予測)したとき， { ( 1), ( 2),..., ( )}x t x t x t n− − − に含まれ
ない情報のみが ( )tε に含まれると言うことである．即ち，
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E x t k x t j j nα
=
= − − − =∑  (D-36) 
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れらを全て自動的に読み込む．この段階で，SMDA2は  1 
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図E.1 (a) SMDA2における震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解の推定手順(1/6) 







図E.1 (b) SMDA2における震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解の推定手順(2/6) 
Fig.E.1 (b) Procedure for the determination of both the hypocenter and focal mechanism of an earthquake (2/6). 
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図E.1 (c) SMDA2における震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解の推定手順(3/6) 




図E.1 (d) SMDA2における震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解の推定手順(4/6) 



























図E.1 (e) SMDA2における震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解の推定手順(5/6) 





図E.1 (f) SMDA2における震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解の推定手順(6/6) 
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図E.2 (a) SMDA2における無限媒質中の断層ﾓﾃﾞﾙからの地震波合成手順(1/4) 





図E.2 (b) SMDA2における無限媒質中の断層ﾓﾃﾞﾙからの地震波合成手順(2/4) 
Fig.E.2 (b) Procedure for simulating earthquake waves from a finite fault located in an infinite medium (2/4). 
近地地震の記録－木下 




図E.2 (c) SMDA2における無限媒質中の断層ﾓﾃﾞﾙからの地震波合成手順(3/4) 



























































数 ( )oM t& を近似する．台形関数の場合，その立ち上がり時 
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図E.2 (d) SMDA2における無限媒質中の断層ﾓﾃﾞﾙからの地震波合成手順(4/4) 





図E.2 (e) SMDA2における離散化波数法を用いた地震波合成手順(ﾊﾟﾗﾒｰﾀ ﾎﾞｯｸｽ) 
Fig.E.2 (e) Parameter box used for simulating earthquake waves by using discrete-wavenumber method. 
近地地震の記録－木下 























周波数(周期 T∆ (s)の逆数)と標本点数 TN である．[点震
源の間隔(V)]は，これを Lとすると， 
 maxT PL N T Vα> ⋅ ⋅ ∆ ⋅  




数を512とすると，α = 2 として， maxT PN T Vα ⋅ ⋅∆ ⋅ = 409.6
となるので， Lとして500程度の値を与える．また，[積分
範囲(G)]は，これを N とすると， 
 min/(2 )SN L V Tπ≈ ⋅ ⋅ ∆  
を設定基準とする．ここで， minSV は水平成層構造おけるS
波速度の最小値とする(これも，経験的に 1 km/sとする事
が多い)． minSV を 1 (km/s)とし，他の値として，上記数値
を用いると， min/(2 )SL V Tπ ⋅ ⋅ ∆ =796となり， N = 800程度
の値を与える．最後のﾊﾟﾗﾒｰﾀ[ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞﾌｧｸﾀ]は，層構造を
規定したQ値に依存させる事が出来る量であり，Qが50未














 付録のCD-ROMには， 1 つのｿﾌﾄｳｴｱと 4 つのﾃﾞｰﾀｾｯﾄが
格納されている．これらは以下の通りである． 
(1) ソフトウエア 













 (c) 地表-地中同時記録に基づく伝達関数の推定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
 (d) 震源とﾒｶﾆｽﾞﾑ解を求めるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
 (e) 無限媒質中の断層ﾓﾃﾞﾙと離散化波数法による波形合
成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 




K-NETﾌｫｰﾏｯﾄの  3 成分記録を対象とするﾌｨﾙﾀ等の実行に
際しては，data4に含まれる観測点毎の  3 成分記録を用い
ればよい． 
 (2.1) data1: Petersonの振幅ｽﾍﾟｸﾄﾙ推定用ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ﾉ
ｲｽﾞﾃﾞｰﾀ 
 (TKN観測点のﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ﾉｲｽﾞのﾃﾞｰﾀ) 




の 4 成分) 
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要 旨 
 
 本資料は，筆者が独立行政法人･防災科学技術研究所(旧科学技術庁･国立防災科学技術ｾﾝﾀｰ)に在籍したおよそ四
半世紀の間に業務として行った強震観測の中で得られた地震記録を可能な限り系統的にまとめたものである．当然
の事ながら，強震観測は近地の地震を対象とする．従って，ここでまとめた記録集も距離数度以内の近地地震を対
象としている．強震観測は，研究面からは若干離れるが，純粋に観測の側面から見て様々な記録処理技術を要求す
る．この傾向は，強震観測が点観測から群列観測へ移行した1980年代以降から顕著である．本資料に於いても，地
震記録を説明する上で必要とする記録処理技術は，記録毎に必要に応じて示したが，K-NET用ｿﾌﾄｳｴｱSMDA2で統一
し，本資料の一部とした．現在，強震記録は，K-NETやKiK-NETにより，ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で自由に使える環境にある．故
に，本資料が，強震観測を実務とする方々に，何らかの貢献が出来ればと考える次第である． 
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